
34	 国際文化研修2025夏　vol. 127 	 国際文化研修2025夏　vol. 127	 35

「ハウ・トゥ思考」と「本質思考」
　この連載では地方財政で生じている現象か
ら、地方財政の「本質」を考えることにして
いる。それは私たちが、歴史の大転換期に生
きているからである。人間の思考には、「ハウ・
トゥ（how to）思考」と「何故か（why）」を
問う「本質思考」がある。社会の枠組みが大
きく変化することなく、維持されていて、た
だアクセルだけを踏むような「時代」には「ハ
ウ・トゥ思考」で対処できる。
　しかし、人間の歴史に「地殻変動」が生じ
ている大転換期には、表層上の現象に眼を奪
われて、「ハウ・トゥ思考」をしても、混乱が
深まるばかりである。ただアクセルを踏み続
けるのではなく、ハンドルを右に切るのか左
に切るのかという判断に迫られる大転換期に
は、表層上の混乱した現象を生じさせている

「地殻変動」を、「本質思考」で見極め、人間
の歴史の進むべき方向へとハンドルを切って
いかなければならないからである。
　しかも、この大転換期に、未来への方向を
決めるハンドルの役割を果すのは、「地方財政」
であることを忘れてはならない。というのも、
私たちの生きている
時代に生じている「地
殻変動」は、眼に見
える形のある有形財
を機械設備などの有
形資産で生産する経
済から、知識やサー
ビスなどの無形財を
無形資産で生産する
経済へと構造転換す
る変動だからである。

無形財・無形資産経済への「地殻変動」
　「失われた30年」と呼ばれる日本経済の衰退
は、こうした「地殻変動」の生じているもと
で、日本が無形資産への投資を怠ったからで
ある。「失われた30年」はアメリカが問題視し
た日米貿易摩擦によって開幕される。アメリ
カは貿易不均衡解消のために、400兆円にのぼ
る公共事業だけではなく、地方の農業を衰退
させ、地方の工業を海外へとフライトさせる
政策を強要する。
　そのため第１図にみられるように、日本の
有形資産投資は低下傾向を辿る。とはいえ、
無形資産投資は増加させることができたはず
なのに、日本の無形資産投資は停滞的である。
　「失われた30年」を辿った日本とは対照的に、
経済成長を実現したアメリカは、第２図にみ
られるように、無形資産投資を急増させ、有
形資産投資を上回るだけではなく、有形資産
投資のほぼ２倍にまで達している。ところが、
日本の無形資産投資は有形資産投資を上回ら
ないどころか、その半分程度にとどまってい
るのである。
　アメリカの巨大企業といえば、今ではGAFAM
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と表現されるIT関連企業である。こうした企
業の投資は極端にいえば、無形資産投資に集
中し、有形資産投資をほとんど実施しない。
というのも、有形財つまりハードウェアの生
産は、台湾あるいは韓国や日本などの企業に
担わせてしまうからである。
　こうした「地殻変動」は、有形財を有形資
産で生産していた時代の基軸産業や戦略産業
である鉄鋼や自動車が衰退していき、失業へ
の不安を高めていく。このように高まる失業
への不安に対して、生活を保障する社会保障
と、新しい産業や職務に転換できる再訓練・
再教育が整備されていないと、不安は怒りへ
と転化してしまう。
　不安が怒りに転化すると、怒りに寄り添う
ようにして、権力を握ろうとする現象が生じ
る。つまり、職を奪うのは移民であり、輸入
であると煽り、移民排除や関税による輸入阻
止が叫ばれ、権力をほしいままにしていく。
　しかし、どうして「地殻変動」が生じてい
るのかという「本質」を見誤ってはならない。

「地殻変動」の背後には、有形資産投資によっ
て有形財の生産拡大を推進するだけでは、人
間の生命の存続に必要な自然環境も、人間の
絆としての社会環境も、持続可能ではなくなっ
てしまうとの認識が存在するのである。

地方財政の使命
　無形資産投資は（一）知的資産投資、（二）
人的資本投資、（三）社会関係資本投資、（四）
自然資本投資の四つに、大きく分類すること
ができる。知的資産投資は商品開発、特許、
ブランド、ノウハウなどを開発する研究開発
費だといってよい。人的資本は知的資産を生
み出す人間の知識、技能、それに意欲などで
あり、人的資本投資は教育研修費だといって
よい。
　知的資産は人間と分離されているため、企
業が所有することができる。ところが、人的
資本は人間と分離できないために、企業は従
業員と分離して所有することはできない。そ
のため従業員と企業の間に信頼関係が存在し
ないと、人的資本投資は進まないことになっ

てしまう。というよりも、企業が所有できな
い人的資本投資は再訓練・再教育を含め、公
共サービスとして提供すべきなのである。
　しかも、無形資産による無形財の生産では、
個人的能力よりも個人と個人とが信頼し合う
結束力が重要となる。こうした信頼の絆とし
ての結束力である社会関係資本は、地域社会
で培養され、そのための支出は地方財政が担
うことになる。
　もちろん、人間が人間的能力を発揮するた
めには、生命体として健康である必要がある。
こうした生命体としての人間の社会の持続可
能性を求めて、地域ごとに景観の相違する自
然環境を管理するための自然資本投資は、地
方財政の使命となる。
　このようにみてくれば、無形財を無形資産
で生産するという「地殻変動」に対応して社
会を再編成する回転基軸が、地方財政にある
ことが理解できるはずである。人的資本投資
も、社会関係資本投資や自然資本投資も、基
軸的投資は地方財政が整備しなければならな
い。無形資産投資はそれが呼び水となって推
進されるからである。こうした基盤整備を地
方財政が怠れば、無形資産投資が推進されて
も、「地殻変動」に社会が耐えられず、社会は
混乱の奈落へと突進してしまうのである。
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